
○男性職員の育児休業取得率（部門別・団体区分別（平成30年度））

全合計 首長部局等 警察部門 消防部門 教育委員会

3.7% 12.0% 0.6% 1.7% 3.6%

10.5% 18.1% - 3.6% 5.9%

7.0% 8.4% - 0.5% 8.3%

5.6% 10.6% 0.6% 1.6% 4.2%

※取得率は、平成30年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する同年度中
　の新規取得者数の割合である。
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平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果（抄）

【地方公務員の育児休業取得率】
・男性職員は、 ５．６％（対前年度比 ＋１．２ポイント）
・女性職員は、９９．４％（対前年度比 ＋０．１ポイント）

【地方公務員の育児休業期間】
・男性職員は、「１月以下」が５１．０％と最も多く、次いで「１月超３月以下」が１６．４％の順。
また、「１月以下」の内訳については、「２週間以上１月以下」が最も多く、５１．９％。

※参考：男性の育児休業取得率

国家公務員 １２．４％(平成３０年度)
民間企業 ６．１６％(平成３０年度調査)

（％）



○男性職員の育児休業取得率（全合計）の上位団体(平成30年度）

○地方公務員の育児休業期間（平成30年度)

団体名
育児休業
取得率

(参考）
首長部局等

団体名
育児休業
取得率

(参考）
首長部局等

1 三重県 8.1% 38.4% 1 千葉市 65.7% 93.0%

2 沖縄県 7.9% 9.2% 2 仙台市 20.5% 33.1%

3 秋田県 7.5% 20.8% 3 新潟市 16.7% 34.0%

4 鳥取県 7.3% 16.4% 4 北九州市 14.6% 24.7%

5 滋賀県 7.2% 21.2% 5 福岡市 14.3% 27.6%

6 岐阜県 6.6% 34.4% 6 さいたま市 13.4% 16.7%

7 広島県 6.3% 37.1% 7 横浜市 11.2% 22.9%

8 山口県 6.1% 13.9% 8 堺市 9.6% 16.7%

9 福島県 5.6% 20.7% 9 名古屋市 7.8% 13.4%

10 青森県 5.6% 8.4% 10 札幌市 7.7% 11.1%
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　（注）「平成２２年度」は、東日本大震災の影響により調査が困難となった２団体（岩手県の１市１町）を除いて

　　　集計している。

〇過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移

【競争試験の実施状況】
・受験者数は、４６９，８２３人（対前年度比 ▲２８，４３６人）
＜うち女性は、１５７，６３８人・全体の３３．６％（対前年度比 ▲９，４６１人）＞

・合格者数は、８０，５０２人（対前年度比 ＋４４４人）
＜うち女性は、３４，０６２人・全体の４２．３％（対前年度比 ＋７５人）＞

…H25 38.6%、H26 39.2％、H27 41.0％、H28 42.1％ H29 42.5% と漸増

・採用者は、６１，４５４人（対前年度比 ▲８１４人）
＜うち女性は、２７，８７８人・全体の４５．４％（対前年度比 ＋７７人）＞
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過去１０年間の競争率の推移
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